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反貧困全国集会２０２３報告 

「物価高騰を上回る最低賃金の再改定を」 

  河添 誠（最低賃金大幅引き上げキャンペーン委員会事務局） 

kawazoemakoto@gmail.com 

 

１． この間の経緯 

「最低賃金大幅引き上げキャンペーン委員会」は、最低賃金時給１５００円を掲げた日

本初のデモであった、２０１４年５月１５日の「ファストフード世界同時アクション」＠

渋谷センター街の流れを受けて、２０１６年２月に発足しました。「全国一律で最低賃金

時給１５００円」をめざして、労働組合運動のナショナルセンターの違いを超えて草の根

でネットワーク活動を続けてきました。 

これまでも、院内集会、街頭宣伝、中央最低賃金審議会へのアピール行動、地方最低賃

金審議会への申し入れ、学習会の開催などを続けてきました。 

昨年２０２２年の１０月からは、運動の焦点を「物価高を上回る最低賃金の再改定」に

絞って活動してきました。というのは、異常な物価高騰が続く中、低賃金労働者の生活、

庶民生活が立ち行かなくなっているためです。 

昨年２０２２年１０月２４日に、「物価高に対応した最低賃金の再改定」を初めて正面

に掲げて厚労省に要請しました。中央最低賃金審議会を開いて、ただちに再改定を求める

要請は、私たちが初めておこないました。 

続いて、１１月１８日には、厚労省賃金課への要請行動をおこない、立憲民主党の末松

義規衆院議員、日本共産党の山添拓参院議員、社会民主党の福島みずほ参院議員も参加し

てくださいました。 

１２月２３日には、厚労省への要請とあわせて、中央最低賃金審議会の会長あてに質問

状を提出しました。中央最低賃金審議会を開くべき情勢のなかで、中央最低賃金審議会の

会長の認識を問うためです。残念ながら、今日にいたるまで、回答はいただけていません。 

厚労省や中央最低賃金審議会への要請だけでなく、全国的にはナショナルセンターの違

いを超えて、各都道府県の労働局、各都道府県の地方最低賃金審議会への要請行動も多数

取り組まれています。 

私たちは、全国の仲間とオンライン全国交流集会も開きながら、全国津々浦々での運動

ネットワークをさらに広げています。 

この間、国会質問でも５回も「最低賃金の再改定」が取り上げられましたが、いまだに

中央最低賃金審議会は動いていません。 

 

２． 今後の展望「物価高を上回る最低賃金の決定を秋まで待たずに前倒しで！」 

岸田政権も、賃上げの重要性を強調しています。ところが、低賃金労働者の底上げにつ

ながる最低賃金については、緊急の引き上げを検討していません。このままでは、例年通
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り、１０月まで最低賃金が上がらないということになってしまいます。これは政治の不作

為であると私たちは考えています。 

 最低賃金法は、最低賃金の決定時期についての縛りを特に設けていません。必要に応じ

て最低賃金を引き上げられるように法律はできています。現在のような異常な物価高騰の

時に、物価高騰を上回る最低賃金の前倒しでの改定を実現しなければ、低賃金労働者、庶

民の生活は破壊されます。 

 「非正規労働者の春闘」の本丸は、「物価高騰を上回る最低賃金を秋まで待たず前倒し

で再改定させる」ことです。例年の１０月よりも、できる限り早く再改定を勝ち取ること

を私たちはめざしています。 

 

 

主催 最低賃金大幅引き上げキャンペーン委員会 

（連絡先労組：下町ユニオン／全国一般労働組合全国協議会／全国生協労働組合連合会／

郵政労働者ユニオン） 

 

 






